
図表３０

教育訓練を行うに当たっての問題点（複数回答）

1.6

12.0

61.6

12.0

18.4

24.8

52.0

18.4

16

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

教育訓練による技能の向上を評価するノウハウがない

教育訓練を受けてやめてしまう人がいる

予定した教育訓練の効果が得られにくい

労働者が受講を希望しない

コストがかかりすぎる

業務の都合で実施しにくい

実施すべき教育訓練の内容の把握が難しい

自社に教育訓練実施に係るノウハウがない

（％）

平成１７年労働力需給制度についてのアンケート調査（請負事業者25）



(6) 福利厚生

(7) 苦情の処理

図表３１

図表３２

苦情の申し出先

1.1

0

1.1

0

1.1

12.4

41.6

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

その他

労政事務所等の都道府県の機関

都道府県労働局、労働基準監督署等の国の機関

他の請負会社の従業員

発注者の従業員

作業リーダー等の現場管理者以外の請負会社の従業員

請負会社の作業リーダー等の現場管理者

(%)

平成１７年労働力需給制度についてのアンケート調査（請負労働者54）

過去1年間に申し出た苦情、感じた不満の内容（複数回答）

34.3

14.3

45.7

10.0

2.9

10.0

8.6

2.9

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

その他

発注者の事業所で診療所、給食施設等を使用させてもらえない

給与等賃金関係に不満がある

賃金、諸手当が契約と違う

セクハラを受けた

安全衛生上の措置が不十分である

就業時間、時間外労働、休日労働について雇用契約と実際が違う

雇用契約と実際の業務の内容が違う

（％）

平成１７年労働力需給制度についてのアンケート調査（請負労働者53）



図表３３

苦情の解決状況と請負労働者との通算継続契約期間との関係

雇 用 契 約 の 通 算 継 続 契 約 期 間教 育 訓 練 の

計 1ヵ 月 以 下 2ヵ 月 以 上 4ヵ 月 以 上 7ヵ 月 以 上 1 3 ヵ 月 以 上 2 5 ヵ 月 以 上 37ヵ 月 以 上 平 均実 施 状 況

3ヵ 月 以 下 6ヵ 月 以 下 12ヵ 月 以 下 24ヵ 月 以 下 36ヵ 月 以 下 (ヵ 月 )

す べ て 解 決 39 0 0 6 7 16 3 7 26.1

90％ 程 度 解 決 31 0 0 4 10 10 4 3 21.3

70～ 80％ 程 度 解 決 19 0 0 0 8 7 1 3 21.4 平 均

50～ 70％ 程 度 解 決 10 0 1 0 5 2 0 2 19.7 21.3

50％ 未 満 1 0 0 0 0 0 0 1 38.0 (月 )

不 明 92

合 計 192

平 成 17年 労 働 力 需 給 制 度 に つ い て の ア ン ケ ー ト 調 査



(8) 法令遵守

図表３４

91.0

1.5

6.2

76.0

3.5

15.9

83.3

3.5

10.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

雇用保険

厚生年金

健康保険

労働・社会保険の加入状況

加入している

加入資格がないので加入していない

加入資格があるが加入していない＋
加入資格が分からない＋加入の有無
が分からない

平成１７年労働力需給制度についてのアンケート調査（請負労働者40）



(9) 発注者と請負事業主の関係について

図表３５

図表３６

請負労働者の受入れ理由（複数回答３つ以内）

0.4

5.3

23.1

24.9

3.9

28.8

34.2

3.2

4.3

10.3

39.9

17.1

49.8

0 10 20 30 40 50 60

その他

自社の労働者の活性化をはかるため

雇用調整が容易なため

自社の労働者の数を抑制するため

勤務形態が自社の労働者と異なる業務のため

雇用管理の負担が軽減されるため

経費が割安なため

教育訓練の必要がないため

特別な知識・技術を必要とするため

新規事業で、即戦力が必要となったため

欠員補充等必要な人員を迅速に確保できるため

通常業務の一時的な補充のため

一時的・季節的な業務量の増大に対処するため

（％）

平成１７年労働力需給制度についてのアンケート調査（請負発注者11）

ﾊﾟー ﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ・臨時ではなく請負労働者を受け入れる理由（複数回答）

0.7

34.7

41.5

40.1

51.7

23.8

12.9

0 10 20 30 40 50 60

その他

パート等の採用が困難なため

雇用調整が容易なため

自社の労働者の数を抑制するため

雇用管理の負担が軽減されるため

経費が割安なため

教育訓練の必要がないため

（％）

平成１７年労働力需給制度についてのアンケート調査（請負発注者13）



図表３７

図表３８

増やす, 24.0 現状維持, 48.6

減らす, 9.3

不明, 18.2

増やす, 10.3 現状維持, 70.6

減らす, 7.5

不明, 11.6

増やす, 20.9 現状維持, 64.7

減らす, 9.9

不明, 4.5

増やす, 29.8 現状維持, 42.8 減らす, 19.9 不明, 7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

派遣労働者

ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ・臨時

常用労働者

請負労働者

今後３年程度の労働者の増減予定

増やす

現状維持

減らす

不明

平成１７年労働力需給制度についてのアンケート調査（請負発注者18）

請負事業者を選択する際に重視する点（複数回答）

83.6

88.6

70.1

84.0

59.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

生産管理の能力

請負料金の水準

請負労働者に対する社会・労働保険の適用状況

請負労働者の技能水準

企業規模

（％）

平成１７年労働力需給制度についてのアンケート調査（請負発注者14）



図表３９

図表４０

契約の中途解除や業務の大幅減少の理由（複数回答）

0

9.6

6.4

93.7

14.3

25.4

7.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

不明

その他

発注者に請負労働者から苦情の申し出があったため

発注者の事業計画の急な変更・中止等があったため

請負労働者と発注者の他の労働者との人間関係に問題があったため

請負労働者の勤務状況に問題があったため

請負労働者の知識・技術が発注者の要望と異なったため

（％）

平成１７年労働力需給制度についてのアンケート調査（請負事業者47）

発注者から業務請負契約を中途解除されたことや請負期間中に業務が大幅減少したことの有無

不明 (4.7%)

無,(62.5%)

有 (32.8%)

有

無

不明

平成１７年労働力需給制度についてのアンケート調査（請負事業者45）



図表４１

図表４２

契約の中途解除や業務の大幅減少があった場合の請負労働者への対応（複数回答）

16.2

12.0

25.0

2.1

20.3

73.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

不明

その他

新たな就業機会の確保が困難であることからやむを得ず解雇

解雇した

雇用契約の終了まで休業手当を支給した

新たな就業機会を提供した

（％）

平成１７年労働力需給制度についてのアンケート調査（請負事業者51）

契約の中途解除や業務の大幅減少の原因の所在

主に貴事業所にある
(3.2％)

不明 (4.8％)

主に発注者にある
(92.1％)

主に発注者にある

主に貴事業所にある

不明

平成１７年労働力需給制度についてのアンケート調査（請負事業者48)


